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本交付金事業を通じた徳島市内
における新規就業者数（人）

14 14 14
新型コロナウイルス感染症が収束をみ
せないものの、就職支援による就業者
が増加した。

コロナの収束により、インバウンド需要が伸
びていくことが考えられることから、企業の
求人に対する需要は伸びるものと考えてい
るため、引き続き、就業支援及び創業の支援
を行っていく。7 10 19

開催に至ったセミナー等については、
オンラインとの併用を行う等により、一
定数の参加者を募ることができたが、
一部の事業において引き続き新型コロ
ナウイルス感染症の影響により開催す
ることができなかった。

オンライン開催との併用を進めることで、開
催場所の確保や移動の制約が容易になり、多
くの参加者を募ることができた。ニューノー
マル時代に対応したセミナーの開催を実行す
ることで、より多くの参加者を募る。446 41 345

本交付金事業を通じたセミナー・
講座等の参加者数（人）

410 410 410

働き方改革関連法の施行に伴い、ワー
ク・ライフ・バランスへの関心は高まって
いる。制度整備奨励金については、年度
途中に予算額に到達している。

奨励金交付額の見直し、取り組み企業数の増
加を図る。
職場環境改善・働き方改革だけでなく、多様
な人材の雇用に取り組む企業を支援するよ
う、事業内容を見直し、事業名を改める。7 8 10

本交付金事業を通じたワークライ
フバランスの取組企業数（社）

8

２　地方創生推進交付金事業のＫＰＩ（重要業績評価指標）の進捗状況

ＫＰＩの名称・単位
目標値（上段）及び実績値（下段）

ＫＰＩの達成理由又は未達成理由
ＫＰＩの実績を踏まえた
事業の見直し内容・考え方2019 2020 2021

事業費
予算額 8,495千円

事業全体の
目的・概要

地方では、少子高齢化や大都市への人口流出が深刻な問題になって
おり、これらの産業を今後も支え続ける担い手を、継続的に確保するこ
とが急務となっているため、本市において、女性や若者をはじめ誰もが
活躍できる土壌形成を図り、労働力人口を確保し続けることにより、企
業活動の後押しや地方の人手不足の解消に繋げ、持続可能な地域経済
の実現を目指す。

決算額 5,726千円

うち
交付金額

予算額 4,247千円

決算額 2,863千円

令和３年度地方創生推進交付金事業　評価シート　Ｎｏ．１

１　基本情報

事業の名称 労働力人口の確保プロジェクト

実施主体 徳島市

計画期間 2019年度～2021年度（３年間）

総合戦略における
位置付け

【基本目標1】
「誰もが希望を持ち、安心して働くことができるまち」の実現
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阿波女あきんど塾出張講座

B

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、大学生を
対象とした講座は授業数確保のため中止となったが、
高校生を対象とした講座については、感染症対策を万
全に行うことで全生徒を対象に実施することができ
た。

継続
産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画の
実施にあたり、創業機運醸成事業として計画してい
る事業であることから継続する。

徳島市立高等学校の生徒を対象に
出張講座を実施

【参考（本取組単位での目標）】セミナー参加者等の就
職者数※累計（令和３年度）：目標３５人、実績４４人

新型コロナウイルス感染症対策として、受講者定員の
見直しを行ったほか、受講者の就職につながる講座内
容の充実を行うなど、効果的な事業の実施に努め、目
標を達成することができたため、Aとした。

本年度は、昨年度に引き続き新型コロナウィルス感染
症による学校活動の制限が継続した。しかし、状況に応
じて感染予防対策を徹底したうえでの実施又はリモー
トによる実施を柔軟に切り替えることにより、おおむね
計画していた数の取り組みを実施することができた。
実績自体は減少したが、状況に応じた柔軟な事業の実
施に努めた。

【参考（本取組単位での目標）】講座開催数（令和３年
度）：目標１２回、実績１１回

市高生次世代プロデュース事業

B 継続

地方創生への効果が期待できる取組みであるた
め、令和４年度も引き続き事業を実施する。
本事業は、国の制度に基づくものであることから、
基本的な手法等はこれまでと同様に事業を継続する
が、今後想定される行動制限の緩和とともに変化す
る状況に柔軟に対応しながら本事業を実施する。

地域創生推進事業の実施
国際連携推進事業の実施

B

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、各種セミ
ナーの募集人数の縮小や実施回数を減少させるなど、
開催自体の中止も含めて年間創業支援者数が減少し
たことから、目標を達成することができなかった。

継続
産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画の
実施にあたり、市町村が実施する創業支援等事業と
して計画している事業であることから継続する。

・連携窓口の継続的な設置
・創業支援相談会・各種創業に関する
セミナーの実施
・創業促進補助金の交付
・運転資金の支援

潜
在
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力
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創業促進事業

区分 内容・理由等

女性・若者活躍推進支援事業

Ａ 継続

令和３年度から、女性・若者の就職につながる取り組
みとして、従来のセミナーに一週間程度の職場体験
を取り入れることとした。しかし、年末からの感染拡
大を受け、職場体験は他講座に振り替えた。令和４年
度も職場体験を取り入れを検討。実際に体験するこ
とで、よりよいマッチングにつなげる。

女性・若者の就労・再就職・レベル
アップに向けたセミナーの開催

ワークライフバランス推進事業

Ａ

働き方改革関連法の施行に伴い、ワーク・ライフ・バラ
ンスへの関心は高まっている。制度整備奨励金につい
ては、年度途中に予算額に到達する状態が続いてい
る。

見直し

表彰制度について、毎年、対象企業に表彰希望調査
をしても、希望者がいない。宣言企業として市HPへ
掲載しているためかと思われる。H30年度以降、表
彰実績がないため、表彰制度を廃止することを検討。
奨励金交付金額を見直し、取り組み企業数の増加を
図る。
職場環境改善・働き方改革だけでなく、多様な人材の
雇用に取り組む企業を支援するよう、事業内容を見
直し、事業名を改める。

働き方改革制度整備の宣言
働き方改革制度整備への奨励金交付

３　交付金計画における令和３年度の取組

取組 効果検証 今後の方向性

位置
付け

名称・内容
地方創生
への効果

成果・課題等
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本交付金事業を通じた移住・交流
人口創出数（人）

1 120 130

100

２　地方創生推進交付金事業のＫＰＩ（重要業績評価指標）の進捗状況

ＫＰＩの名称・単位
目標値（上段）及び実績値（下段）

ＫＰＩの達成理由又は未達成理由
ＫＰＩの実績を踏まえた
事業の見直し内容・考え方2020 2021 2022

事業手法について、コロナ禍においても対
応できるよう工夫し、現地・オンラインどち
らでも参加できるよう間口を広げたこと。ま
た、本事業は２年目となるが、１年目の成果
を生かして、人材の掘り起こしや機運醸成が
進んでいること。これらが、KPIの達成要因
として挙げられる。

KPIを達成しており、昨年度の外部評価におい
ても、「リノベーションまちづくり」などの、まちの
にぎわいづくりは、力を入れていかねばならない
分野であり、取組の継続と拡充を望むとの意見を
いただいたことから、引き続き、まちづくりの担い
手の創出、育成、確保に向けて、事業を深化（具体
的には、リノベーションスクールの開催）させてい
く。

99 183 未確定
(R4年度)

本交付金事業を通じたまちづくり
に携わった人の数（人）

50 75

移住体験ツアーなどの事業を通じて、移住
者等の創出を図ろうとしていたが、前年度
に引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大
に歯止めがかからず事業が困難な状況で
あった。しかし、前年度のように中止とせ
ず、オンラインでの開催や安全対策を徹底す
るための事業手法の見直しなどの工夫を施
して実施したため、前年度より実績値は増
加したものの、事業規模や頻度は縮小せざ
るを得なかったため、実績値は事業目標の
水準に至らなかった。

令和３年度以上にwithコロナに対応した事業展
開を図る。
交流活性化事業については、観光客の受入れな
どに取組む店舗等を支援する手法について、感染
症リスクの少ないプロモーション動画等の活用へ
と変更するとともに、民泊の普及啓発にオンライン
の活用等を検討する。
また、移住促進事業においては、コロナ禍でも実
施可能な動画制作・活用を推進することでプロ
モーションを強化するなど、コロナ禍における地方
回帰の流れを捉え、これまでよりターゲットを広げ
た取組を進める。

0 20 未確定
(R4年度)

事業費
予算額 13,650千円

事業全体の
目的・概要

「まちの魅力が人や投資を呼び寄せ、活発な経済・地域活動やその集
積が、さらなるまちの魅力を向上させるという好循環が生まれる」こと
を目指し、本市の地域資源等を生かし、官民が連携して、まちのにぎわ
いを創出するとともに、地域に新たな価値を生む多様な人材の交流を
促進するための取組を推進する。

決算額 8,173千円

うち
交付金額

予算額 6,825千円

決算額 4,086千円

計画期間 2020年度～2022年度（３年間）

総合戦略における
位置付け

【基本目標3】
「徳島市の強みを生かした、にぎわいと活気のあるまち」の実現

令和３年度地方創生推進交付金事業　評価シート　Ｎｏ．２

１　基本情報

事業の名称 人が集い新たな価値が生まれるにぎわいとくしま推進事業

実施主体 徳島市
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令和４年度は、令和３年度の社会実験で成果を得ら
れた「両国・ベイエリア間」の新たな運航ルートの本格
的な定期運航にチャレンジする。
また、社会情勢の変化に対応し、「徳島市中心市街
地活性化基本計画」や本市の施策と連動して、市民の
足となるだけでなく、市内中心部のにぎわい創出に
つなげるという視点を持って「川の駅ネットワーク構
想」の見直しに取り組む。

ナイトタイムエコノミー促進事業

３　交付金計画における令和３年度の取組

取組 効果検証 今後の方向性

位置
付け

名称・内容
地方創生
への効果

成果・課題等 区分 内容・理由等

－
インバウンドについては、令和4年度も新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受ける可能性が高いため、事業内
容を魅力発信に向けた取組みに見直す。

見直し

徳島ならではの「阿波おどり」「眉山の夜景」「ひょう
たん島クルーズと夕日」などに、夜の飲食街を組み合
わせたPR動画を制作し、徳島市公式観光サイトから
情報発信することで、訪日外国人旅行者等の夜の観
光消費を促す。

新型コロナウイルス感染拡大の影響
により事業実施が困難であった

B 拡充

令和３年度に行った徳島市内の民泊事業者に行っ
たアンケート結果を参考に、民泊普及推進セミナーの
開催等に行い、観光客におって安心・安全な宿泊施
設の確保を図り、交流人口の回復に寄与する。

安心・安全な宿泊施設の確保
民泊事業者へのアンケート調査

ひょうたん島川の駅ネットワーク構
想の推進 「ひょうたん島川の駅ネットワーク構想」の実現を目指

して、既存運航ルートの中心である両国桟橋とベイエリ
ア（県庁前・万代・南末広・マリンピア沖洲）の桟橋を船
で結ぶ新たな運航ルートの本格運用に向け、その効果
等を検証するため、社会実験を実施した。
11月の社会実験では、121人もの乗船者数があり、
アンケートでは、約９割の人が新ルートが定期運航に
なった場合に利用したいとの回答が得られた。また、社
会実験は、周辺イベントとの連携のもと実施しており、
川の駅の運航がにぎわい創出につながり得ることを確
認でき、今後の本格運用に向け、一定の成果があった
ものと考えられる。

川の駅連絡会の開催
社会実験の実施

　新型コロナウイルス感染症の影響のため、民泊実施事
業（イベントホームステイ）の内容を見直し、事業を縮小
させ、阿波おどり期間中（短期）のイベントで対応するこ
とよりも年間を通じて安心して旅行ができるよう、民
泊（住宅宿泊事業法）を促進するための普及啓発を図
る内容に変更し、準備を進めることができた。アフター
コロナ、ウィズコロナを見据えた宿泊施設の環境整備
及び普及促進を行うことが必要である。

阿波おどり等交流促進事業

C 継続
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国では引き続き地方移住を推進しており国の施策
展開を踏まえつつ、コロナ禍等の社会情勢を捉えて
移住検討者のニーズに即した取組の充実が必要であ
る。昨年度、機能拡充を行った移住交流支援センター
を中核としつつ、ふるさとワーキングホリデー等の昨
年度から開始した事業を継続的に実施するととも
に、移住プロモーション動画の作成や関係人口の創
出・拡大にかかる事業など、新たな移住促進事業にも
積極的に取り組んでいく。

・情報発信住
・交流支援センターの設置・運営、
・移住支援金の支給
・ふるさとワーキングホリデー
・オンライン移住体験ツアー

３　交付金計画における令和３年度の取組（続き）

取組 効果検証 今後の方向性

位置
付け

名称・内容
地方創生
への効果

成果・課題等 区分 内容・理由等

A

交
流
を
支
え
る
仕
組
み
づ
く
り

移住促進事業

A

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、県外から
呼び込んでくる移住施策の実施には苦慮したが、オン
ライン等を活用し、事業を実施した。
また、移住促進に向けて、移住交流支援センターをア
ミコに移転させ、令和３年度当初より運営を外部委託
とし機能拡充を図ることができた。移住センターに直
接相談のあった件数は、令和2年度の27件から、令和
3年度116件となり4倍以上となった。
　事業目標も達成できたため、進捗状況をＡとした。

拡充

拡充

本事業は、最初の３年間は、本事業の理念や考え方
を広く普及啓発するとともに、民間プレイヤーが手法
の習得やネットワークの構築をできるよう支援するこ
とにより、民間のまちづくりの担い手の掘り起こしと
育成・確保に取り組むことを目指していた。最終年度
にあたる令和４年度は、その集大成として、「リノベー
ションスクール」を開催するため、予算を拡充し、継続
的に本市のまちづくりに取り組むプレイヤーを生み
出し、根付かせることを目指すこととしている。

・講演会開催
・家守塾（短期集中の実践的なワー
クショップ）
・リノベーションスクールの検討
・社会実験検討

リノベーションまちづくり推進事業

ま
ち
の
に
ぎ
わ
い
づ
く
り

本事業は、公民連携のもと、リノベーションまちづくり
という手法を通じて、遊休不動産の活用や公共の担い
手を育てることでエリア価値を向上させ、地域活力の
再生を目指すものである。
令和３年度は、引き続きコロナ禍にあったが、現地と
オンラインを組み合わせて講演等を開催することで、
本事業への参加機会の拡大を図り、民間のまちづくり
の担い手候補となる183人の参加者を得られた。（前
年より約80人増）。
また、家守塾という短期集中型の実践的なワーク
ショップを全国的に実績のある㈱リノベリングの協力
のもと行い、５グループが参加しリノベーションの手法
を学んだ。これらのグループの中から今後も自発的に
活動するグループがあらわれることが期待できる。
このように、数的にも質的にもまちづくりの担い手が
育つ環境が整いつつあることから、地方創生の実現に
資すると考えられたため、進捗状況を「A」とした。
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　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊
急事態宣言等により、国や都道府県をまた
ぐ移動制限や観光施設等の休業があったた
め、国内外の観光需要が減少したことから、
事業目標が達成できなかった。

　令和３年度は、昨年と同様に「インバウンド
の消滅」「マイクロツーリズムの増加」「とくし
ま応援割」の影響を受け、横ばいである。

　目標値を上回ったのは、「美味しい食べ物」
「ご当地ならではの体験・アクティビティ」な
どの項目別評価の高さが影響と推察され
る。

　活動の可視化を図り、住民に活動内容を
より周知し、理解を進める。観光に対する意
識を向上させる。

未確定
(R4年度)

未確定
(R5年度)

39.2 40.2

未確定
(R4年度)

未確定
(R5年度)

206.2 209.2

未確定
(R4年度)

未確定
(R5年度)

38 41

宿泊者数（万人）
※かっこ内の数値は徳島市の数値

ひとり当たり観光消費額（千円）

来訪者満足度（％）

住民満足度（％）

144.2

112
(42.3)

28

24

38.2

41

前年よ
り1％増

34

令和３年度地方創生推進交付金事業　評価シート　Ｎｏ．３

１　基本情報

事業の名称 イーストとくしまDMOニューツーリズム推進による新たな事業創出による地域活性化の実現

実施主体
徳島市、鳴門市、小松島市、吉野川市、阿波市
勝浦町、上勝町、佐那河内村、石井町、神山町
松茂町、北島町、藍住町、板野町、上板町

【基本目標3】
「徳島市の強みを生かした、にぎわいと活気のあるまち」の実現

計画期間 2021年度～2023年度（３年間）

総合戦略における
位置付け

8,320千円

決算額 7,996千円

事業費
予算額 16,640千円

決算額 15,99１千円 事業全体の
目的・概要

（一社）イーストとくしま観光推進機構が、徳島東部圏域１５市町村が広
域で取り組む官民連携の組織体として、観光資源の磨き上げ、コンテン
ツ造成等の推進、データ収集・分析・可視化、効果的な情報発信・プロ
モーション、新規事業推進、人材育成等にエリア一丸となって取り組み、
広域が連携した持続可能な観光地域づくりを行う。

新型コロナウイルス感染症の影響により、海
外からの旅行者がそれ以前の状況に戻るま
でには数年を要すると思われ、それまでの間
は、県内⇒近郊エリア⇒国内⇒海外と各
フェーズに合わせた対応が必要となる。同時
に、「新しい生活様式」を踏まえ、新型コロナウ
イルス感染症対策を講じながら、ウィズコロナ
に対応した観光コンテンツのブラッシュアッ
プの推進が必要であると考えている。
これまでのニーズ調査・分析の結果、ニュー
ツーリズム推進をコアに据え、「新しい旅行ス
タイル」に対応した観光コンテンツの磨き上げ
や造成を行うと同時にコンテンツを担う事業
者を新規事業促進及び創業支援により拡大
させる。
また、コロナ禍においてもＤＭＯを中心とし
て観光関連の情報共有を図りながら、コロナ
収束後を見据えた観光需要の回復策につい
て検討を行う。

２　地方創生推進交付金事業のＫＰＩ（重要業績評価指標）の進捗状況

ＫＰＩの名称・単位
目標値（上段）及び実績値（下段）

ＫＰＩの達成理由又は未達成理由
ＫＰＩの実績を踏まえた
事業の見直し内容・考え方2021 2022 2023

うち
交付金額

予算額

前年よ
り1％増

前年よ
り1％増

未確定
(R4年度)

未確定
(R5年度)
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３　交付金計画における令和３年度の取組

取組 効果検証 今後の方向性

地方創生
への効果

成果・課題等 区分 内容・理由等名称・内容

C

令和３年度は、10月にまん延防止が解除された
が1月に再びオミクロン株により観光客が減少し
た。観光コンテンツ造成数は目標を下回っている
が、コロナ禍においてもＤＭＯを中心に官民が一
体となって広域的な観光地域づくり・プロモー
ションに取り組み、観光戦略に基づくより効果的・
効率的な事業の実施、及び様々な徳島県東部地
域の魅力を集約し、情報発信することで認知度向
上や国内の誘客促進につながることを期待する。
今後は、コロナ禍において旅行者が求める、旅行
の近場化や自然志向等の「新しい旅行スタイル」
に対応した事業の実施など、ニーズに合った魅力
的な観光地域づくりへの取組みに加え、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により激減した国内外観
光客の観光需要を回復する必要がある。

【参考（本取組単位での目標）】
観光コンテンツ造成数（令和３年度）：目標３件、
実績２件

継続

これまでのニーズ調査・分析の結果、ニュー
ツーリズム推進をコアに据え、「新しい旅行スタ
イル」に対応した観光コンテンツの磨き上げや造
成を行うと同時にコンテンツを担う事業者を新
規事業促進及び創業支援により拡大させる。令
和4年度より、観光誘客業務に加え、幅広い観
光情報を活用した観光案内業務の実施により、
事業の拡充を行う。
また、コロナ収束後を見据え、ＤＭＯを中心と
して観光関連の情報共有を図りながら、観光需
要の回復策について検討を行う。

【事業主体：イーストとくしま観光推進機構】
・コンテンツ造成
・SNS及びWeb対策
・旅行商品造成促進
・人材育成事業
・マイクロツーリズム推進事業

徳島東部地域ＤＭＯと連携した観光地域づ
くり・観光ＰＲの推進
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